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令和元年度　財務書類に関する情報①
人口 428,821 人(R2.1.1現在） 職員数（一般職員等） 2,128 人

団体名 東京都町田市 面積 71.55 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳

標準財政規模 79,102,926 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ △ ○

団体コード 132098 類似団体区分 都市Ⅳ－３ 実質公債費率 0.0 ％

将来負担比率 - ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
資産 633,835 639,362 639,771 650,792 純経常行政コスト 124,236 125,089 127,660 131,497

負債 89,987 89,990 91,098 95,643 純行政コスト 124,504 125,061 127,849 130,534

資産 850,807 852,692 845,807 852,023 純経常行政コスト 203,058 205,216 204,843 205,953

負債 283,761 278,695 274,786 272,812 純行政コスト 203,408 205,264 205,014 205,059

資産 865,880 867,537 860,719 866,582 純経常行政コスト 237,698 241,894 242,646 245,982

負債 285,511 280,207 276,152 273,766 純行政コスト 238,050 241,949 242,817 245,088

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
2,415 4,383 2,235 4,233 業務活動収支 5,185 7,562 5,224 4,869

6,245 5,524 △ 699 6,475 投資活動収支 △ 4,652 △ 7,330 △ 8,693 △ 6,676

543,848 549,372 548,673 555,148 財務活動収支 △ 871 21 1,103 4,375

△ 1,372 344 △ 5,466 △ 538 業務活動収支 10,519 11,486 7,390 8,211

7,961 6,950 △ 2,977 8,190 投資活動収支 △ 7,179 △ 10,491 △ 11,094 △ 7,908

567,047 573,997 571,020 579,211 財務活動収支 △ 1,836 △ 951 △ 428 2,211

△ 756 415 △ 5,167 △ 603 業務活動収支

8,844 6,961 △ 2,762 8,249 投資活動収支

580,369 587,330 584,567 592,816 財務活動収支

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

一般会計等 一般会計等

全体 全体

連結 連結

分析： 分析：
・一般会計等において、資産が650,792百万円となり、平成30年度と比較して11,021百万円の増加となった。主な要因は工作物が4,430百万円、建物が2,752百万円増
加したためである。
・一般会計等において、負債が95,643百万円となり、平成30年度と比較して4,545百万円の増加となった。主な要因は地方債であり、固定負債の地方債が3,891百万円
の増、1年内償還予定地方債が536百万円の増となった。
・国民健康保険事業会計、下水道事業会計、介護保険事業会計、後期高齢者医療事業会計、病院事業会計を加えた全体では、一般会計等と比較して資産は30.9%多
いのに対して、負債は185.2%多くなっており、貸借対照表における負債の割合が高くなっている。主な要因は、負債である下水道事業会計の長期前受金（115,912百万
円）が含まれたためであるが、平成30年度と比較すると下水道事業会計の長期前受金は4,382百万円減少している。

・一部事務組合、広域連合、地方三公社、第三セクターを加えた連結は、全体とほぼ同規模となっている。

・一般会計等について、純経常行政コストは131,497百万円となった。このうち、人件費等の業務費用は53,750百万円、補助費等や社会保障給付費等の移転費
用は84,212百万円であり、移転費用の方が業務費用よりも多い。経常費用のうち、最も金額が大きいのは社会保障給付（51,532百万円、37.3%）、次いで物件費
等（30,781百万円、22.3%）であり、両方で経常費用の59.6%を占めている。今後も少子高齢化の進展などにより、社会保障給付費が占める割合が大きい傾向が
続くことが見込まれる。
・全体の純経常行政コストは205,953百万円であり、一般会計等と比較して56.6%多くなっている。国民健康保険事業会計、介護保険事業会計、後期高齢者医療
事業会計における給付費や負担金等を補助費等に計上しているため、移転費用が一般会計等より63,317百万円（75.2%）多くなり、全体における経常費用のうち
移転費用の割合が64.0%となっている。
・一部事務組合、広域連合、地方三公社、第三セクターを加えた連結は、全体とほぼ同規模となっている。

一般会計等

本年度差額

一般会計等本年度純資産変動額

純資産残高

連結

本年度差額

連結本年度純資産変動額

純資産残高

全体

本年度差額

全体本年度純資産変動額

純資産残高

・一般会計等について、税収等及び国県等補助金の財源（134,767百万円）が純行政コスト（130,534百万円）を上回ったことから、本年度差額は4,233百万円となり、無
償所管換等が2,248百万円増加したことなどから、純資産残高は6,475百万円の増加となった。
・全体について、国民健康保険事業会計、介護保険事業会計、後期高齢者医療事業会計の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等
と比べて税収等が23,925百万円多くなりました。また、国民健康保険の都補助金等により、国県等補助金が45,830千円増加し、財源が204,521百万円となったが、純行
政コストが205,059百万円であることから本年度差額は△538百万円となった。下水道事業会計において長期前受金取崩益が本年度変動額として5,247百万円計上さ
れていることなどから本年度純資産変動額が8,190百万円となり、本年度末純資産残高は579,211百万円となった。
・連結において、東京都後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が109,718百万円多くなっており、純資産
残高は8,249百万円増加して592,816百万円となった。

・一般会計等について、業務活動収支は4,869百万円であったが、投資活動収支については△6,676百万円となった。財務活動収支については、地方債の償還
額が地方債発行収入を下回ったことから4,375百万円となっており、本年度末資金残高は前年度から2,568百万円増加し、5,074百万円となった。業務活動に係る
経費は国県等補助金収入や税収等の収入で賄えている状況である。
・全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、下水道使用料があることなどから、業務活動収支は一般会計等より3,342百万円多い
8,211百万円となっている。一方、財務活動収支では、下水道事業会計において地方債の償還額が地方債発行収入を下回ったことから、2,211百万円となった。
これらの結果、本年度末資金残高は2,514百万円増加し、8,293百万円となった。

分析： 分析：
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令和元年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
63,383,497 63,936,244 63,977,104 65,079,188 633,835 639,362 639,771 650,792 103,183 108,222 113,121 117,480

428,572 428,742 428,685 428,821 145,395 153,923 154,323 160,362 324,883 330,958 335,865 345,146

147.9 149.1 149.2 151.8 4.36 4.15 4.15 4.06 31.8 32.7 33.7 34.0

153.9 156.9 153.3 153.6 4.18 4.27 4.34 4.19 57.1 57.8 58.2 59.1

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
543,848 549,372 548,673 555,148 45,774 45,209 44,732 48,096 12,450,357 12,506,124 12,784,885 13,053,423

633,835 639,362 639,771 650,792 606,452 610,789 611,053 621,365 428,572 428,742 428,685 428,821

85.8 85.9 85.8 85.3 7.5 7.4 7.3 7.7 29.1 29.2 29.8 30.4

78.4 78.9 78.6 78.6 10.3 10.2 10.5 10.7 30.5 29.8 29.2 30.0

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
8,998,691 8,999,003 9,109,766 9,564,349 5,897 8,201 5,780 5,347 5,459 5,633 7,015 6,464

428,572 428,742 428,685 428,821 △ 3,121 △ 4,775 △ 5,676 △ 9,212 129,694 130,722 134,675 137,962

21.0 21.0 21.3 22.3 2,776 3,426 104 △ 3,865 4.2 4.3 5.2 4.7

33.2 33.0 32.7 32.8 21.9 201.1 1,426.7 647.2 4.8 4.8 4.9 5.0

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　※各表に記載の類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

分析欄：

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額と②歳入額対資産比率は、ともに類似
団体平均値を下回っている。

③有形固定資産減価償却率は、類似団体平均の半分程度で
あったが、これは、新しい施設が比較的多いわけではなく、道路
の舗装部分等のうち取替資産については、部分的取替に要す
る支出を費用として処理する方法を採用しているためである。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

２．資産と負債の比率

④純資産比率は、類似団体平均値より6.7ポイント高い。無償所
管換等により純資産が増加したが、類似団体平均も増加したた
め、前年度から類似団体平均値との大きなポイント変動は無
かった。

⑤将来世代負担比率は、類似団体平均値を下回っている。今
後も後年度の公債費負担を考慮し、基金の活用及び普通交付
税措置を勘案した事業債の発行抑制により、地方債年度末残
高の増加を抑制するとともに、実質的な公債費負担の軽減を図
る。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

⑥住民一人当たり行政コストは、類似団体平均値を0.4万円上
回った。経常費用のうち社会保障給付が37.3%を占めており、引
き続き高い割合を占めている。今後も少子高齢化に伴う医療・
介護給付の増加等によって、社会保障関係経費や特別会計繰
出金など移転費用の増加は避けられない状況である。

⑨受益者負担比率は、類似団体平均値を0.3ポイント下回った。
これは経常収益の使用料及び手数料以外の収入が587百万円
減少したためである。また、使用料については、市民間の公平
性の確保と市民サービスの向上を目指すとともに、行政のマネ
ジメントを改善することを主な目的として、2019年2月に「受益者
負担の適正化に関する基本方針」を改定し、受益者負担の適正
化に向けて使用料、手数料等の見直しを進めている。

４．負債の状況

⑦住民一人当たり負債額は、類似団体平均値を下回っている。
今後も後年度の公債費負担を考慮し、基金の活用及び普通交
付税措置を勘案した事業債の発行抑制により、地方債年度末
残高の増加を抑制するとともに、実質的な公債費負担の軽減を
図る。

⑧基礎的財政収支は、類似団体平均値を下回っている。主な理
由としては、投資活動収支が約9,212百万円の赤字となっている
ためである。主な投資的事業としては、循環型施設整備事業、
町田薬師池四季彩の杜整備事業、鶴間公園整備事業、野津田
公園整備事業がある。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況
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